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Ⅰ．はじめに 

１．研究背景 

日本の高齢化率は，2009 年の時点で 22.7％となっており，高齢者人口は今後も増え続

け，2055 年には高齢化率が 40％に達するといわれている 1)．高齢者の大きな問題の 1 つに

骨・関節系の痛みがある．2010 年度の国民生活基礎調査 2)において，高齢者は「腰痛」，「手

足の関節が痛む」といった骨関節の痛みを自覚症状として挙げている．高齢者の骨・関節

系の痛みへの対策は，介護予防の一層の推進を掲げた新健康フロンティア戦略 3)の中にお

いて重要視されている． 

２．先行研究 

地域在住高齢者において痛みがある者は多く 4-10)，その痛みが Quality of Life4)や社会

参加 9)の低下と関連していることが報告されている．また，縦断調査では痛みと身体機能

の低下 5)の関連や，IADL や日常生活活動を低下させるリスクとなることが報告されている

が７)，これらの調査は，初回調査時の痛みに着目して，その関連要因を明らかにしたもの

である．しかし，高齢者の痛みは継続するだけでなく消失や出現など継時的に変化してい

ることが分かっている 10)．50 歳以上の地域在住者を対象とし膝痛の変化による QOL への影

響を検討した論文において 11)，痛みの継続や痛みの出現により QOL が低下すること，痛み

の消失により QOL が向上することが報告されている 11)．しかし，痛みの変化が生活機能ど

のような影響を及ぼすかは明らかにされていない．  

３．研究目的と意義 

そこで，本研究では地域在住高齢者の痛みを縦断的（1 年間）に調査し，痛みが継時的

にどのように変化しているかを検討するとともに，それに伴う生活機能への影響を明らか

にすることを目的とする．本研究を行うことで，痛みの変化の違いによる生活機能への影

響を明らかにすることができ，高齢者の生活範囲の拡大や QOL の向上へとつながると考え

られる． 

 Ⅱ．研究方法 

１．調査対象：群馬県 T 村の 75 歳以上高齢者で健康診査の結果報告会に参加し，アンケー

ト調査に回答した 381 名のうち，追跡可能であった 330 名(追跡率：80.3％)を対象とし，

そのうち，初回調査・追跡調査ともに，基本属性，痛みの有無，生活機能の項目に回答し

た 259 名を縦断研究における分析対象とした． 

２．調査方法：初回調査（2010 年 6 月），追跡調査（2011 年 6 月）ともに面接調査および

郵送自記式調査にて実施． 

３．調査項目：基本属性，痛みに関する項目，生活機能（老研式活動能力指標，社会活動

指標）・他 

４．分析方法：痛みの変化を捉えるために，初回調査時と追跡調査時の痛みを比較しその

プロセスの違いにより４群に分類し，それぞれにおいて初回調査時と追跡調査時の生活機

能の平均点の差をｔ検定により分析した．その後，痛みの変化の違いによって，生活機能

の変化の仕方に違いがあるのかを検討するために一般線形モデルの反復測定を用いて，変

化の違いと時間の交互作用の評価を行った． 

５．研究における倫理的配慮：情報は個人が特定されないよう，個人氏名を匿名化して取

り扱った(連結可能匿名化)．また，調査協力者には，文書および口頭で研究の目的や方法

について説明を十分に行い，面接調査では調査への協力意志を口頭にて確認した。なお，
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本研究は，桜美林大学の倫理委員会に承認を得て実施した． 

Ⅲ．結果 

痛み継続群は101名（39.4％），痛み消失群は30名（11.6％），痛み出現群が49名（18.9％），

痛みなし群が 79 名（30.5％）となっていた．初回調査時と追跡調査時の生活機能の得点の

比較において，痛み継続群および痛み出現群で社会活動（個人的活動），に有意な低下が見

られた．痛み消失群，痛みなし群で有意な変化は見られなかった．各群の生活機能得点の

変化の違いを検討するために，調査期間に痛みの影響がなかったと考えられる痛みなし群

を対照群として，群と時間の交互作用を評価した．その結果，有意な交互作用が認められ

たのは，痛みなし群と痛み継続群の個人的活動と，痛みなし群と痛み出現群の個人的活動

であった．つまり，痛みなし群の個人的活動の得点は初回調査時よりも追跡調査時で上昇

傾向にあった．その一方，痛み継続群，痛み出現群では，初回調査時よりも追跡調査時の

得点が低下していた．  

Ⅳ．考察 

本研究より，痛みの継続や出現といった痛みの変化により，近所づきあいや友人の訪問

といったつきあいが含まれる個人的活動が低下することが示された．これまでも多くの研

究において，痛みが心身機能に悪影響を及ぼすことが報告されてきたが，縦断調査におい

ては初回調査の痛みの有無にのみ焦点が当てられ，痛みの変化のパタンがどう影響するか

について議論されてこなかった．今回の結果より，痛みを解消することだけでなく，今後，

出現する可能性のある痛みの発生を予防することで，社会活動の個人的活動の低下を抑制

する可能性が示唆された． 
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